
 

 

 

◇上尾市立小・中学校職員服務規程 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

（服務の宣誓） 
第５条 新たに職員となった者は赴任後、７日以内に学校職員の服務の宣誓に関す
る条例（昭和３０年上尾市条例第２４号）の定めるところにより、服務の宣誓を
しなければならない。 

（服務の宣誓） 
第５条 職員は赴任後、７日以内に条例の定めるところにより、服務の宣誓をしな
ければならない。 

（休暇） 
第１０条   ≪同右≫ 

（休暇） 
第１０条 職員が、学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年埼玉県条

例第２８号。以下「条例」という。）第１３条に規定する年次休暇又は学校職員
の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年埼玉県教育委員会規則第９号。以下
「勤務時間等規則」という。）第１２条第１項第１号本文に規定する休暇（以下
「産前産後の休暇」という。）を受けようとするときは、年次休暇については第
２号様式による年次休暇簿、産前産後の休暇については第２号様式の２による休
暇届をもって、校長にあっては教育長に、その他の職員にあっては校長に、それ
ぞれ届け出なければならない。 

２ 職員が、条例第１４条に規定する病気休暇又は条例第１５条に規定する特別休
暇（産前産後の休暇を除く。）を受けようとするときは、第２号様式の３による
休暇願をもって、校長にあっては教育長に、その他の職員にあっては校長に、そ
れぞれ願い出なければならない。ただし、勤務校内において全血献血をするため
勤務時間等規則第１２条第１項第２１号に規定する休暇を受けようとするとき
は、口頭により願い出ることができる。 

２ 職員が、条例第１４条に規定する病気休暇又は条例第１５条に規定する特別休
暇（産前産後の休暇を除く。）を受けようとするときは、第２号様式の２の２に
よる休暇願をもって、校長にあっては教育長に、その他の職員にあっては校長に、
それぞれ願い出なければならない。ただし、勤務校内において全血献血をするた
め勤務時間等規則第１２条第１項第２１号に規定する休暇を受けようとすると
きは、口頭により願い出ることができる。 

３ 職員が、条例及び勤務時間等規則の規定に基づき、病気休暇を受けようとする
ときは、病気休暇簿（第２号様式の４）をもって、校長にあっては教育長に、そ
の他の職員にあっては校長に、それぞれ願い出なければならない。 

３ 職員が、引き続き７日以上にわたり、条例第１４条に規定する病気休暇を受け
ようとするときは、前項の規定による願い出の際、医師の診断書を添えなければ
ならない。 

４ 職員が、次に掲げる病気休暇の承認を受けようとするときは、前項の規定によ
る願出の際、医師の証明書その他勤務しない事由を十分に明らかにする証明書類
を添えなければならない。 
(1) 連続する８日以上の期間の病気休暇（当該期間における週休日、時間外勤務
代休時間全指定日（勤務時間等規則第１０条第１項に規定する時間外勤務代休
時間全指定日をいう。）、学校職員の休日及び学校職員の休日の代休日以外の日
（以下この項において「要勤務日」という。）の日数が３日以下であるものを除
く。） 

(2) 請求に係る病気休暇の期間の初日前１月間における病気休暇を使用した日
（要勤務日に病気休暇を使用した日に限る。）の日数が通算して５日以上である
場合における当該請求に係る病気休暇 

 



 議案第２９号 関係資料（上尾市文化財保護審議会臨時委員の委嘱について）  

－２－ 

改 正 後 改 正 前 

５   ≪同右≫ ４ 職員が、勤務時間等規則第１２条第１項第２号又は第３号に規定する休暇を受
けようとするときは、第２項の規定による願い出の際、母子健康手帳を提示しな
ければならない。 

６ 職員が、勤務時間等規則第１２条第１項第８号に規定する休暇を受けようとす
るときは、第２項の規定による願い出の際、第２号様式の５による要介護者の状
態等申出書を添えなければならない。 

５ 職員が、勤務時間等規則第１２条第１項第８号に規定する休暇を受けようとす
るときは、第２項の規定による願い出の際、第２号様式の２の３による要介護者
の状態等申出書を添えなければならない。 

７ 職員が、勤務時間等規則第１２条第１項第２４号に規定する休暇を受けようと
するときは、第２項の規定による願い出の際、第２号様式の６によるボランティ
ア活動計画書を添えなければならない。 

６ 職員が、勤務時間等規則第１２条第１項第２４号に規定する休暇を受けようと
するときは、第２項の規定による願い出の際、第２号様式の３によるボランティ
ア活動計画書を添えなければならない。 

８  ≪同右≫ ７ 職員が、条例第１６条に規定する組合休暇を受けようとするときは、第３号様
式による休暇願をもって校長に願い出なければならない。 

９  ≪同右≫ ８ 職員が、条例第１７条に規定する介護休暇を受けようとするときは、第３号様
式の２による介護休暇簿をもって、校長にあっては教育長に、その他の職員にあ
っては校長に、それぞれ願い出なければならない。 

（修学部分休業の承認申請） 
第１７条の７ 職員は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の２

第１項の規定により修学部分休業の承認の申請をしようとするときは、原則とし
て当該修学部分休業をしようとする期間の始まる日の１月前までに、修学部分休
業承認申請書（第７号様式の１０）を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 教育委員会は、修学部分休業の承認の申請をした職員に対し、当該申請の内容
を確認するため必要があると認める書類の提出を求めることができる。 

 

（修学状況変更届） 
第１７条の８ 修学部分休業をしている職員は、当該修学部分休業に係る教育施設

の課程を退学し、又は休学したときは、遅滞なく、修学状況変更届（第７号様式
の１１）を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 前条第２項の規定は、前項に規定する届出について準用する。 

 

（修学部分休業取消申請書） 
第１７条の９ 修学部分休業をしている職員は、現に承認を受けている修学部分休

業の期間の一部について取消しを申請しようとするときは、あらかじめ修学部分
休業取消申請書（第７号様式の１２）を教育委員会に提出しなければならない。 

 

（自己啓発等休業の承認申請） 
第１７条の１０ 職員は、職員の自己啓発等休業に関する条例（平成２３年埼玉県

条例第１０号。以下この条及び次条において「自己啓発等休業条例」という。）
第２条の規定により自己啓発等休業の承認の申請をしようとするときは原則と

 



 

 

改 正 後 改 正 前 

して当該自己啓発等休業をしようとする期間の始まる日の１月前までに、自己啓
発等休業条例第７条第１項の規定により自己啓発等休業の期間の延長の申請を
しようとするときは原則として現に承認を受けている自己啓発等休業の期間の
満了する日の１月前までに、自己啓発等休業承認申請書（第７号様式の１３）を
教育委員会に提出しなければならない。 

２ 教育委員会は、自己啓発等休業の承認の申請をした職員に対し、当該申請の内
容を確認するため必要があると認める書類の提出を求めることができる。 

（自己啓発等休業状況報告書） 
第１７条の１１ 職員は、自己啓発等休業条例第９条第１項の規定により大学等課

程の履修又は国際貢献活動の状況について報告しようとするときは、自己啓発等
休業状況報告書（第７号様式の１４）を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 前条第２項の規定は、前項に規定する報告について準用する。 

 

（専従許可） 
第２２条 職員は、登録を受けた職員団体の役員として当該職員団体の業務にもっ

ぱら従事するため、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５条の２第１
項ただし書の規定による許可を受けようとするときは、第１１号様式による専従
許可願を教育委員会に提出しなければならない。 

２  ≪同右≫ 

（専従許可） 
第２２条 職員は、登録を受けた職員団体の役員として当該職員団体の業務にもっ
ぱら従事するため、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５条の２第１
項ただし書の規定による許可を受けようとするときは、第１１号様式による専従
許可願を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 前項の許可を受けた職員は、地方公務員法第５５条の２第４項に規定する事由
が生じた場合は、その旨を速やかに書面で教育委員会及び埼玉県教育委員会に届
け出なければならない。 

 


